海老名市防災チェア設置促進事業実施要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、市内の分譲マンション及び賃貸住宅（以下「共同住宅」という。）の管理組合及び所有者等に対し、地震等が発生したことにより、市内の分譲マンション及び賃貸住宅等（以下これらを「共同住宅」という。）にあるエレベーターが停止し、閉じ込めが発生した際に、エレベーター利用者の安全及び安心を確保することを目的とし、海老名市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（昭和３９年条例第１６号）第６条の規定により市が保有する防災チェアを時価よりも低い価額により譲渡すること（以下「減額譲渡」という。）について、必要な事項を定める
ものとする。
　（用語の定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ各号に定めるところによる。

(１)　防災チェア　地震等でエレベーターが停止し、閉じ込めが発生した際に、エレベーターのかご内で復旧を待つ間に活用するため、保存水や簡易トイレ等の非常用品を収納した三角柱型の椅子型ボックスをいう。
(２)　管理組合等　建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第３条若し
くは第６５条に規定する団体、同法第４７条第１項（同法第６６条において準用する場
合を含む。）に規定する法人又は管理組合が存在しない分譲マンションにあっては区分
所有者の２分の１以上の者で構成する団体等で市長が特に認めるものをいう。
　（対象住宅）
第３条　減額譲渡の対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、次に掲げる要件を全て満たす共同住宅とする。
(１)　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他関係法令に適合していること。
(２)　現に住宅として使用されていること。
(３)　住宅に係る部分の床面積の割合が、対象住宅の床面積（共有部分を除く。）の５割を超えていること。
(４)　エレベーターが設置されており、かつ、防災チェア及び防災キャビネット等、エレベーターのかご内に災害発生時の非常用品を備えた容器等を設置していないこと。
　（譲渡対象者）
第４条　減額譲渡の対象となる者（以下「譲渡対象者」という。）は、管理組合等及び賃貸住宅の所有者とする。
（譲渡申請）
第５条　市が保有する防災チェアの譲渡を受けようとする譲渡対象者（以下「申請者」という。）は、海老名市防災チェア設置促進事業実施申請書（第１号様式）により市長に申請するものとする。
２　前項の規定による申請をすることができる防災チェアの台数は、当該申請に係る共同住宅に設置されているエレベーターの基数を超えることができない。
（譲渡決定等)
第６条　市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審査し、防災チェアの譲渡を決定したとき又は譲渡しないことを決定したときは、その旨を海老名市防災チェア設置促進事業譲渡（不譲渡）決定通知書（第２号様式）により、申請者へ通知するものとする。
(負担金)
第７条　防災チェアの負担金は、１台につき３０，０００円とする。
２　前条の規定により防災チェアの譲渡を決定したときは、同条の規定による通知に、当該負担金に係る納入通知書を添えて送付するものとする。
３　納付された負担金は、還付しないものとする。ただし、市長が過誤納その他特別の理由かあると認めたときは、この限りではない。
　（譲受け）
第８条　第６条の規定による譲渡決定を受けた申請者は、海老名市防災チェア設置促進事業譲渡決定通知書に前条の負担金の領収書を添えて市長に提示し、防災チェアを譲り受けるものとする。
２　前項の規定により防災チェアを譲り受けた申請者（以下「譲受者」という。）は、海老名市防災チェア設置促進事業譲受書（第３号様式）を市長に提出するものとする。
（報告）

第９条　譲受者は、前条第２項の規定により譲り受けた防災チェアをエレベーターに設置したときは、速やかに、その設置に係る写真の提出により、市長に報告しなければならない。
（維持管理等）
第１０条　譲受者は、災害発生時に有効に活用できる状態を保持するため、譲受者の負担において適切な維持管理をするものとする。
２　防災チェアが破損等で使用できなくなった場合は、譲受者の負担において、現状に復するものとする。
（目的外使用等の禁止）
第１１条　譲受者は、第８条第１項の規定により譲り受けた防災チェアを目的外に使用し、又は他に転売することはできないものとする。
（返還）

第１２条　市長は、譲受者が偽りその他の不正な方法により防災チェアの譲受けをしたとき又は、前条の規定に反し、目的外に使用し、若しくは他に転売したときは、海老名市防災チェア設置促進事業返還請求書（第４号様式）により、当該譲受者に返還を求めるものとする。
　（調査）
第１３条　市長はこの要綱による申請者及び譲受者に対し、必要な調査することができる。
　（補則）
第１４条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
　
　　　附　則
この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
　

